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市 長 会 見 資 料

川崎市と小田急電鉄株式会社との「小田急沿線まちづくり」に 

関する包括連携協定を締結します 

小田急線沿線は、鉄道の開通や駅の開業とともに、まちづくりが進展する一方で、

大学や文化・芸術施設に加え、生田緑地や多摩川などの自然環境が豊富なエリアと

なっています。

また、小田急電鉄株式会社（以下、小田急電鉄という）では、平成２９年度に東

北沢～和泉多摩川間の複々線の完成を予定しており、これにより、ラッシュ時間帯

の混雑緩和や所要時間の短縮などの輸送改善が図られることから、川崎市域内にお

ける都心方面へのアクセスが向上し、沿線地域のポテンシャルも高まることが期待

されます。

これらを踏まえ、小田急電鉄が持つノウハウや両者が持つ資源や強みなどを生か

し、概ね 10 年後を見据えて、地域特性や地域資源を活かした暮らしやすい沿線の
実現に向けた取り組みを連携・協力して推進していきます。

包括連携協定の詳細は別紙の通りです。

１ 連携・協力事項 

（１）駅を中心としたまちづくりや公共交通機能の強化等に関すること

 （２）暮らしやすいまちづくりに関すること

 （３）地域資源を活かした豊かなまちづくりに関すること

 （４）鉄道沿線の魅力向上・活性化に関すること

２ 添付資料 

○ 資料１  川崎市と小田急電鉄との包括連携協定の締結

○ 資料２  川崎市と小田急電鉄との包括連携協定における主な取組内容

○ 資料３  「小田急沿線まちづくり」の連携・協力に関する包括連携協定書

＜問い合わせ先＞ 

川崎市まちづくり局総務部企画課   松元    電話 044-200-2705 
小田急電鉄株式会社ＣＳＲ・広報部 奥津・鈴木  電話 03-3349-2290 



川崎市と小田急電鉄との包括連携協定の締結 資料１ 



川崎市と小田急電鉄との包括連携協定における主な取組内容 資料２ 



「小田急沿線まちづくり」の連携・協力に関する包括連携協定書 

 川崎市（以下、「甲」という。）と小田急電鉄株式会社（以下、「乙」という。）は、川崎

市北部エリアにおける小田急線沿線地域（以下、「対象地域」という。）のまちづくりに関

して、次のとおり協定（以下、「本協定」という。）を締結する。 

（目的） 

第１条 本協定は、概ね 10 年後を見据えて甲および乙が相互に情報や意見の交換に努め、

協働により取り組む施策などについて緊密に連携・協力し、対象地域における地域特性や

地域資源を活かした暮らしやすい沿線まちづくりの実現を目指すことを目的とする。 

（取組事項等） 

第２条 甲および乙は、前条に定める本協定の目的を達成するため、対象地域内における

次の各号の事項について、連携・協力するものとする。 

（１）駅を中心としたまちづくりや公共交通機能の強化等に関すること 

（２）暮らしやすいまちづくりに関すること 

（３）地域資源を活かした豊かなまちづくりに関すること 

（４）鉄道沿線の魅力向上・活性化に関すること 

（５）その他、甲乙の連携・協力による取組が必要と認められること 

（協議） 

第３条 甲および乙は、前条の各事項に関する取組について情報や意見の交換ができる場

を適宜設けるとともに、協働により推進することについて合意した取組については具体的

な内容、実施方法、役割分担等その他必要となる事項について協議の上、必要に応じて覚

書等を締結するものとする。 

２ 甲および乙は、定期的に前条に関する全ての各取組の協議状況を共有する場を設ける

ものとする。 

（協定の変更） 

第４条 本協定の内容について、甲乙いずれかが変更を申し出た場合は、両者合意の上、

変更できるものとする。 

２ 前項にかかわらず、甲および乙は、相手方に対し１ヶ月前までに書面による申し入れ

を行うことにより、本協定を解除することができる。 

（守秘義務） 

第５条 甲および乙は、協働により取り組むにあたって知り得た情報等を相互間の承認を

得ずに第三者に漏らしてはならない。 

（協議事項） 

第６条 本協定に定めのない事項または本協定の各条項に関し、疑義が生じたときは、甲

乙誠意をもって協議の上、解決するものとする。 

本協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各１通を保有する。 

平成２８年１１月１５日 

            甲 神奈川県川崎市川崎区宮本町１番地 

川 崎 市  

川 崎 市 長     

乙 東京都渋谷区代々木２丁目２８番１２号 

小田急電鉄株式会社 

取締役社長    

資料３


